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規 則 

                   

建 築 基 準 法 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

令 和 五 年 二 月 十 七 日  

                        三  重  県  知  事   一   見   勝   之    

三 重 県 規 則 第 三 号  

   建 築 基 準 法 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

建 築 基 準 法 施 行 細 則 （ 昭 和 四 十 六 年 三 重 県 規 則 第 六 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

（ 許 可 申 請 に 係 る 添 付 書 類 ）  （ 許 可 申 請 に 係 る 添 付 書 類 ）  

第 十 五 条  次 の 表 の （ い ） 欄 に 掲 げ る 許 可 を 受 け よ う と

す る 者 は 、 当 該 許 可 の 区 分 に 応 じ 、 省 令 第 十 条 の 四 第

一 項 で 定 め る 申 請 書 に 、 そ れ ぞ れ 同 表 の （ ろ ） 欄 に 掲

げ る 書 類 を 添 え て 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  
第 十 五 条  次 の 表 の （ い ） 欄 に 掲 げ る 許 可 を 受 け よ う と

す る 者 は 、 当 該 許 可 の 区 分 に 応 じ 、 省 令 第 十 条 の 四 第

一 項 で 定 め る 申 請 書 に 、 そ れ ぞ れ 同 表 の （ ろ ） 欄 に 掲

げ る 書 類 を 添 え て 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

 （ い ）  許 可 の 区 分  （ ろ ）  添 付 す る 書 類    （ い ）  許 可 の 区 分  （ ろ ）  添 付 す る 書 類   

 （ 略 ）  （ 略 ）    （ 略 ）  （ 略 ）   

 法 第 五 十 五 条 第 三 項 若 し く は

第 四 項 、 法 第 五 十 六 条 の 二 第

一 項 た だ し 書 、 法 第 五 十 七 条

の 四 第 一 項 た だ し 書 、 法 第 五

十 八 条 第 二 項 、 法 第 五 十 九 条

の 二 第 一 項 、 法 第 六 十 条 の 二

第 一 項 第 三 号 、 法 第 六 十 条 の

二 の 二 第 三 項 た だ し 書 又 は 法

第 六 十 条 の 三 第 二 項 た だ し 書

の 規 定 に よ る 許 可  

省 令 第 一 条 の 三 第 一 項 に 規 定

す る 付 近 見 取 図 、 配 置 図 、 各

階 平 面 図 、 立 面 図 、 断 面 図 及

び 日 影 図  

  法 第 五 十 五 条 第 三 項 各 号 、 法

第 五 十 六 条 の 二 第 一 項 た だ

し 書 、 法 第 五 十 七 条 の 四 第 一

項 た だ し 書 、 法 第 五 十 九 条 の

二 第 一 項 、 法 第 六 十 条 の 二 第

一 項 第 三 号 、 法 第 六 十 条 の 二

の 二 第 三 項 た だ し 書 又 は 法

第 六 十 条 の 三 第 二 項 た だ し

書 の 規 定 に よ る 許 可  

省 令 第 一 条 の 三 第 一 項 に 規 定

す る 付 近 見 取 図 、 配 置 図 、 各

階 平 面 図 、 立 面 図 、 断 面 図 及

び 日 影 図  

 

２  （ 略 ）  ２  （ 略 ）  

（ 認 定 申 請 に 係 る 添 付 書 類 ）  （ 認 定 申 請 に 係 る 添 付 書 類 ）  

第 十 五 条 の 二  次 の 表 の （ い ） 欄 に 掲 げ る 認 定 を 受 け よ

う と す る 者 は 、 当 該 認 定 の 区 分 に 応 じ 、 省 令 第 十 条 の

四 の 二 第 一 項 で 定 め る 申 請 書 に 、 そ れ ぞ れ 同 表 の （ ろ ）

欄 に 掲 げ る 書 類 を 添 え て 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら

な い 。  

第 十 五 条 の 二  次 の 表 の （ い ） 欄 に 掲 げ る 認 定 を 受 け よ

う と す る 者 は 、 当 該 認 定 の 区 分 に 応 じ 、 省 令 第 十 条 の

四 の 二 第 一 項 で 定 め る 申 請 書 に 、 そ れ ぞ れ 同 表 の （ ろ ）

欄 に 掲 げ る 書 類 を 添 え て 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら

な い 。  

 （ い ）  認 定 の 区 分  （ ろ ）  添 付 す る 書 類    （ い ）  認 定 の 区 分  （ ろ ）  添 付 す る 書 類   

 （ 略 ）  （ 略 ）    （ 略 ）  （ 略 ）   

 法 第 五 十 二 条 第 六 項 第 三 号 、

法 第 六 十 八 条 の 三 第 一 項 、 第

二 項 若 し く は 第 七 項 、 法 第 六

十 八 条 の 四 第 一 項 、 法 第 六 十

八 条 の 五 の 六 又 は 政 令 第 百 三

十 一 条 の 二 第 二 項 若 し く は 第

三 項 の 規 定 に よ る 認 定  

省 令 第 一 条 の 三 第 一 項 に 規 定

す る 付 近 見 取 図 、 配 置 図 、 各

階 平 面 図 、 立 面 図 及 び 断 面 図  

  法 第 六 十 八 条 の 三 第 一 項 、 第

二 項 若 し く は 第 七 項 、 法 第 六

十 八 条 の 四 第 一 項 、 法 第 六 十

八 条 の 五 の 六 又 は 政 令 第 百

三 十 一 条 の 二 第 二 項 若 し く

は 第 三 項 の 規 定 に よ る 認 定  

省 令 第 一 条 の 三 第 一 項 に 規 定

す る 付 近 見 取 図 、 配 置 図 、 各

階 平 面 図 、 立 面 図 及 び 断 面 図  

 

 （ 略 ）  （ 略 ）    （ 略 ）  （ 略 ）   

２  （ 略 ）  ２  （ 略 ）  

   附  則  

 こ の 規 則 は 、 令 和 五 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  
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公 安 委 規 則 

                   

 三 重 県 警 察 の 組 織 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

  令 和 五 年 二 月 十 七 日  

                         三 重 県 公 安 委 員 会 委 員 長   長   江      正    

三 重 県 公 安 委 員 会 規 則 第 一 号  

   三 重 県 警 察 の 組 織 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

 三 重 県 警 察 の 組 織 に 関 す る 規 則 （ 昭 和 四 十 一 年 三 重 県 公 安 委 員 会 規 則 第 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

 次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

 （ 警 務 部 の 分 課 ）   （ 警 務 部 の 分 課 ）  

第 二 条  （ 略 ）  第 二 条  （ 略 ）  

２  総 務 課 に 公 安 委 員 会 事 務 室 、 広 報 室 及 び 取 調 べ 監 督

室 を 置 く 。  

２  総 務 課 に 公 安 委 員 会 事 務 室 、 企 画 室 、 広 報 室 及 び 取

調 べ 監 督 室 を 置 く 。  

３  （ 略 ）  ３  （ 略 ）  

４  警 務 課 に 企 画 室 、 人 事 管 理 室 及 び 被 害 者 支 援 室 を 置

く 。  

４  警 務 課 に 人 事 管 理 室 及 び 被 害 者 支 援 室 を 置 く 。  

 （ 総 務 課 ）   （ 総 務 課 ）  

第 三 条  総 務 課 に お い て は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 事 務 を つ

か さ ど る 。  

第 三 条  総 務 課 に お い て は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 事 務 を つ

か さ ど る 。  

一 ～ 五  （ 略 ）  一 ～ 五  （ 略 ）  

 六  警 察 行 政 の 調 査 及 び 企 画 に 関 す る こ と 。  

 七  警 察 の 組 織 に 関 す る こ と 。  

 八  条 例 案 そ の 他 公 文 書 類 の 審 査 に 関 す る こ と 。  

六 ～ 十 五  （ 略 ）  九 ～ 十 八  （ 略 ）  

 十 九  前 各 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、 部 内 の 他 課 の 所 掌

に 属 し な い こ と 。  

 （ 警 務 課 ）   （ 警 務 課 ）  

第 六 条  警 務 課 に お い て は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 事 務 を つ

か さ ど る 。  

第 六 条  警 務 課 に お い て は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 事 務 を つ

か さ ど る 。  

 一  警 察 行 政 の 調 査 及 び 企 画 に 関 す る こ と 。   

 二  警 察 の 組 織 に 関 す る こ と 。   

 三  条 例 案 そ の 他 公 文 書 類 の 審 査 に 関 す る こ と 。   

四 ～ 十 九  （ 略 ）  一 ～ 十 六  （ 略 ）   

二 十  前 各 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、 部 内 の 他 課 の 所 掌

に 属 し な い こ と 。  

 

 （ 刑 事 部 の 分 課 ）   （ 刑 事 部 の 分 課 ）  

第 十 七 条  （ 略 ）  第 十 七 条  （ 略 ）  

２ ・ ３  （ 略 ）  ２ ・ ３  （ 略 ）  

４  組 織 犯 罪 対 策 課 に 暴 力 団 対 策 室 及 び 薬 物 銃 器 ・ 国 際

捜 査 室 を 置 く 。  

４  組 織 犯 罪 対 策 課 に 暴 力 団 対 策 室 及 び 国 際 捜 査 室 を 置

く 。  

５  （ 略 ）  ５  （ 略 ）  

 （ 警 備 部 の 分 課 ）   （ 警 備 部 の 分 課 ）  

第 三 十 条  （ 略 ）  第 三 十 条  （ 略 ）  

２  警 備 第 二 課 に 警 衛 警 護 室 、 危 機 管 理 室 及 び 警 察 航 空

隊 を 置 く 。  

２  警 備 第 二 課 に 危 機 管 理 室 及 び 警 察 航 空 隊 を 置 く 。  

第 三 十 八 条  （ 略 ）  第 三 十 八 条  （ 略 ）  
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 （ 文 書 ・ 広 聴 監 ）   

第 三 十 八 条 の 二  警 務 部 に 文 書 ・ 広 聴 監 を 置 く 。   
２  文 書 ・ 広 聴 監 は 、 上 司 の 命 を 受 け 、 第 三 条 第 四 号 、

第 六 号 か ら 第 九 号 ま で 、 第 十 二 号 及 び 第 十 三 号 に 掲 げ

る 事 務 を 処 理 し 、 部 下 職 員 を 指 揮 監 督 す る 。  

 

第 三 十 八 条 の 三  （ 略 ）  第 三 十 八 条 の 二  （ 略 ）  

 （ コ ン プ ラ イ ア ン ス 推 進 監 ）   （ コ ン プ ラ イ ア ン ス 推 進 監 ）  

第 三 十 八 条 の 四  （ 略 ）  第 三 十 八 条 の 三  （ 略 ）  

２  コ ン プ ラ イ ア ン ス 推 進 監 は 、 上 司 の 命 を 受 け 、 第 六

条 第 五 号 に 掲 げ る 事 務 を 処 理 し 、 部 下 職 員 を 指 揮 監 督

す る 。  

２  コ ン プ ラ イ ア ン ス 推 進 監 は 、 上 司 の 命 を 受 け 、 第 六

条 第 二 号 に 掲 げ る 事 務 を 処 理 し 、 部 下 職 員 を 指 揮 監 督

す る 。  

 （ 術 科 指 導 推 進 監 ）   （ 術 科 指 導 推 進 監 ）  

第 三 十 八 条 の 五  （ 略 ）  第 三 十 八 条 の 四  （ 略 ）  

２  術 科 指 導 推 進 監 は 、 上 司 の 命 を 受 け 、 第 六 条 第 十 号 、

第 十 二 号 及 び 第 十 四 号 に 掲 げ る 事 務 の う ち 警 察 官 の

術 科 技 能 の 向 上 に 関 す る 事 務 を 処 理 し 、 部 下 職 員 を 指

揮 監 督 す る 。  
２  術 科 指 導 推 進 監 は 、 上 司 の 命 を 受 け 、 第 六 条 第 七 号 、

第 九 号 及 び 第 十 一 号 に 掲 げ る 事 務 の う ち 警 察 官 の 術

科 技 能 の 向 上 に 関 す る 事 務 を 処 理 し 、 部 下 職 員 を 指 揮

監 督 す る 。  

 （ 健 康 管 理 監 ）   

第 三 十 八 条 の 六  警 務 部 に 健 康 管 理 監 を 置 く 。  

２  健 康 管 理 監 は 、 上 司 の 命 を 受 け 、 第 八 条 第 二 号 に 掲

げ る 事 務 を 処 理 し 、 部 下 職 員 を 指 揮 監 督 す る 。  

 

第 三 十 八 条 の 七  （ 略 ）  第 三 十 八 条 の 五  （ 略 ）  

   附  則  

 こ の 規 則 は 、 令 和 五 年 三 月 十 三 日 か ら 施 行 す る 。  

                  

                  

告 示 

                  

三重県告示第 81 号 

自衛隊法施行令（昭和 29 年政令第 179 号）第 114 条及び第 117 条第 1 項の規定（同令第 118 条においてその例

によることとされている場合を含む。）により、自衛官候補生の募集期間、採用試験の試験期日、試験場の位置及

び名称その他必要な事項を次のとおり告示します。 

令和 5 年 2 月 17 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之 

1  募集区分 

募集種目 試験種目 

自衛官候補生 男女 筆記試験（国語、数学、地理歴史及び公民、作文）、口述試験、適性検査及び身体検査 

2   募集期間、試験期日及び採用時期 

3  応募資格 

日本国籍を有し、採用予定月の 1 日現在で 18 歳以上 33 歳未満の男女（32 歳の者にあっては、採用予定月の

末日現在において 33 歳に達していない者に限る。）。ただし、次に該当する者を除く。 

(1) 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者 

(2) 法令の規定による懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から 2 年を経過しない者 

(3) 日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又は

募集期間 試験期日 採用時期 

令和 5 年 2 月 20 日

（月）まで 

筆記試験及び適性検査（Ｗｅｂ試験方式） 口述試験及び身体検査 
令和 5年 3月下旬

から 4 月上旬 令和 5 年 2 月 26 日（日）～同月 28 日（火） 
（任意の 1 日 8:00～18:00 の間） 

令和 5 年 3 月 4 日（土） 
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これに加入した者 

4  試験場の名称及び住所 

試験場の名称及び住所 備   考 

筆記試験及び適性検査 口述試験及び身体検査 ※ Ｗｅｂ試験に必要なインターネットの環境のない応
募者は、下表の指定された場所でＷｅｂ試験を受験する

ものとする。 受検者の任意の場所（※） 
陸上自衛隊久居駐屯地 

津市久居新町 975 

5  志願受付場所の名称及び住所 

(1) 次表に掲げる場所 

志願受付場所の名称 志願受付場所の住所 

自衛隊三重地方協力本部 
電話 059-225-0531 

津市桜橋 1 丁目 91 

自衛隊三重地方協力本部 四日市地域事務所 
電話 059-351-1723 

四日市市鵜の森 1 丁目 14-11 阿部ビル 2 階 

自衛隊三重地方協力本部 津募集案内所 

電話 059-224-4324 
津市丸之内 26-8 津合同庁舎 4 階 

自衛隊三重地方協力本部 伊勢地域事務所 
電話 0596-23-3880 

伊勢市神久 2 丁目 1-58 角屋ビル 2 階 

自衛隊三重地方協力本部 伊賀地域事務所 
電話 0595-21-6720 

伊賀市緑ケ丘本町 1507-3 伊賀上野地方合同庁舎 2 階 

自衛隊三重地方協力本部 熊野地域事務所 

電話 0597-85-2214 
熊野市井戸町 802-13 

(2) 各市役所及び各町役場 

6  その他 

新型コロナウイルス感染拡大防止等により、自衛官候補生の採用試験を延期又は中止する場合があります。 

 

三重県告示第 82 号 

 大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91 号）第 6 条第 5 項の規定により大規模小売店舗の廃止の届出がな

されたので、同条第 6 項の規定により次のとおり公告します。 

  令和 5 年 2 月 17 日 

                             三 重 県 知 事  一  見  勝  之 

1  大規模小売店舗の名称及び所在地 

  名 称：岡本総本店 津店 

  所在地：津市南丸之内 17-29 

2  大規模小売店舗内の廃止前の店舗面積の合計 

  6,954 ㎡ 

3  大規模小売店舗内の廃止後の店舗面積の合計 

  0 ㎡ 

4  大規模小売店舗内の店舗面積の合計が 1,000 ㎡以下となる年月日 

  令和 5 年 3 月 1 日 

5  変更の理由 

  建物取り壊しのため 

 

三重県告示第 83 号 

 三重県証紙条例（昭和 40 年三重県条例第 12 号）第 5 条第 1 項の規定により指定した証紙の販売人から、販売

所を次のとおり廃止する旨の届出がありました。 

  令和 5 年 2 月 17 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之 

販売人の名称 
廃 止 す る 販 売 所 

廃止年月日 
名   称 所  在  地 

みえなか農業協同組合 嬉野支店権現前店 松阪市嬉野権現前町 464-5 令和 5 年 3 月 10 日 
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警察本部告示 

                   

三重県警察本部告示第 2号 

 警察官の職務に協力援助した者の災害給付の実施に関する規程の一部を改正する告示を次のように定めます。 

  令和 5 年 2 月 17 日 

三重県警察本部長  難  波  正  樹   

   警察官の職務に協力援助した者の災害給付の実施に関する規程の一部を改正する告示 

 警察官の職務に協力援助した者の災害給付の実施に関する規程（昭和 46 年三重県警察本部告示第 1 号）の一部

を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

（医療機関等の指定） 

第 3 条  本部長は、法第 5 条第 1 項第 1 号に規定する

療養給付を行うため、あらかじめ病院、診療所、薬局

又は訪問看護事業者（居宅を訪問することによる療養

上の世話又は必要な診療の補助の事業を行う者をい

う。以下同じ。）を指定することができる。 

（年金以外の給付の支給決定方法） 

第 4 条  傷病給付年金、障害給付年金又は遺族給付年

金以外の給付を受けようとする者は、給付の種類に応

じ、それぞれ次の各号に定める給付の請求書を本部長

に提出するものとする。ただし、第 3 条の規定により

指定された病院、診療所、薬局又は訪問看護事業者に

おいて療養を受ける場合の療養の給付については、こ

の限りでない。 

(1)～(7) （略） 

２ （略） 

３ 遺族給付一時金請求書には、次の各号に掲げる書類

を添付するものとする。ただし、その請求書の提出前

に、当該給付の事由となつた警察官の職務に協力援助

したことにより災害を受けた者（以下「協力援助者」

という。）の死亡（令第 12 条の規定により死亡と推

定された場合を含む。以下この項及び第 6 条において

同じ。）に係る遺族給付年金の支給が行われていたと

きは、第 1 号に掲げる書類の添付を省略することがで

きる。 

 (1) （略） 

 (2) 請求者の氏名、本籍及び協力援助者との続柄又は

関係に関する市町村長（特別区の区長を含むものと

し、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252

条の 19 第 1 項の指定都市にあつては区長又は総合

区長とする。以下同じ。）の発行する戸籍の謄本又

は抄本その他の証明書 

 (3)～(7) （略） 

４・５ （略） 

（年金たる給付の支給決定方法） 

第 6 条  （略） 

（医療機関等の指定） 

第 3 条  本部長は、法第 5 条第 1 項第 1 号に規定する

療養給付を行うため、あらかじめ病院、診療所、薬局

その他の医療機関（以下「指定医療機関等」という。）

を指定することができる。 

 

 （年金以外の給付の支給決定方法） 

第 4 条  傷病給付年金、障害給付年金又は遺族給付年

金以外の給付を受けようとする者は、給付の種類に応

じ、それぞれ次の各号に定める給付の請求書を本部長

に提出するものとする。ただし、指定医療機関等にお

いて療養を受ける場合の療養の給付については、この

限りでない。 

 

(1)～(7) （略） 

２ （略） 

３ 遺族給付一時金請求書には、次の各号に掲げる書類

を添付するものとする。ただし、その請求書の提出前

に、当該給付の事由となつた警察官の職務に協力援助

したことにより災害を受けた者（以下「協力援助者」

という。）の死亡（令第 12 条の規定により死亡と推

定された場合を含む。以下この項及び第 6 条において

同じ。）に係る遺族給付年金の支給が行われていたと

きは、第 1 号に掲げる書類の添付を省略することがで

きる。 

 (1) （略） 

 (2) 請求者の氏名、本籍及び協力援助者との続柄又は

関係に関する市町村長（東京都の区のある地域及び

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の

19 第 1 項の指定都市にあつては区長。以下同じ。）

の発行する戸籍の謄本又は抄本その他の証明書 

  

(3)～(7) （略） 

４・５ （略） 

（年金たる給付の支給決定方法） 

第 6 条  （略） 

２ 遺族給付年金請求書には、次の各号に掲げる書類及２ 遺族給付年金請求書には、次の各号に掲げる書類及
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び資料を添付するものとする。ただし、その請求書の

提出前に、当該給付の事由となつた協力援助者の死亡

に係る遺族給付年金の支給が行われていたときは、第

1号及び第 3号に掲げる書類の添付を省略することが

できる。 

 (1) （略） 

 (2) 請求者及び請求者以外の遺族給付年金を受ける

ことができる遺族の氏名、本籍及び協力援助者との

続柄に関する市町村長の発行する戸籍の謄本又は

抄本その他の証明書 

 (3)～(6) （略） 

３ （略） 

（年金証書） 

第 7 条  （略） 

２ 本部長は、既に交付した年金証書の記載事項（年金

の額に係る記載事項を除く。）を変更する必要が生じ

た場合には、新たな証書を交付するものとする。 

 

３ 年金証書の交付を受けた者は、その証書を亡失し、

又は著しく損傷したときは、年金証書再交付請求書

（様式第 12）に亡失の理由を明らかにすることがで

きる書類を添えて、証書の再交付を本部長に請求する

ことができる。 

 

 

 

 

 

 

（障害給付年金差額一時金等の支給に関する暫定措

置） 

第 11 条 （略） 

２ 障害給付年金差額一時金請求書には、次に掲げる書

類を添付するものとする。 

 (1) （略） 

 (2) 障害給付年金差額一時金を受ける権利を有する

者と障害給付年金を受ける権利を有する協力援助

者との続柄に関し市町村長が発行する証明書 

 (3)～(6) （略） 

３ （略） 

 （所在不明による支給停止の申請等） 

第 13条 令 10条の 3第 1項の規定により遺族給付年金

の支給の停止を申請する者は、遺族給付年金支給停止

申請書（様式第 20）を本部長に提出するものとする。 

２・３ （略） 

（届出） 

第 15 条 年金たる給付を受けている者は、次に掲げる

場合には、速やかに、書面でその旨を本部長に届け出

るものとする。 

び資料を添付するものとする。ただし、その請求書の

提出前に、当該給付の事由となつた協力援助者の死亡

に係る遺族給付年金の支給が行われていたときは、第

1号及び第 3号に掲げる書類の添付を省略することが

できる。 

 (1) （略） 

 (2) 請求者及び請求者以外の遺族給付年金を受ける

ことができる遺族の氏名、本籍及び協力援助者との

続き柄に関する市町村長の発行する戸籍の謄本又

は抄本その他の証明書 

 (3)～(6) （略） 

３ （略） 

（年金証書） 

第 7 条  （略） 

２ 本部長は、既に交付した年金証書の記載事項（年金

の額に係る記載事項を除く。）を変更する必要が生じ

た場合には、当該証書と引換えに新たな年金証書を交

付するものとする。 

３ 年金証書の交付を受けた者は、その証書を亡失し、

又は著しく損傷したときは、年金証書再交付請求書

（様式第 12）に亡失の理由を明らかにすることがで

きる書類又は損傷した証書を添えて、年金証書の再交

付を本部長に請求することができる。 

４ 年金証書の再交付を受けた者は、その後において亡

失した証書を発見したときは、速やかに、発見した証

書を本部長に返納するものとする。 

５ 年金たる給付を受ける権利を喪失した者又はその

遺族は、速やかに、当該権利の喪失に係る年金証書を

本部長に返納するものとする。 

（障害給付年金差額一時金等の支給に関する暫定措

置） 

第 11 条 （略） 

２ 障害給付年金差額一時金請求書には、次に掲げる書

類を添付するものとする。 

 (1) （略） 

 (2) 障害給付年金差額一時金を受ける権利を有する

者と障害給付年金を受ける権利を有する協力援助

者との続き柄に関し市町村長が発行する証明書 

 (3)～(6) （略） 

３ （略） 

 （所在不明による支給停止の申請等） 

第 13条 令 10条の 3第 1項の規定により遺族給付年金

支給の停止を申請する者は、遺族給付年金支給停止申

請書（様式第 20）を本部長に提出するものとする。 

２・３ （略） 

（届出） 

第 15 条 年金たる給付を受けている者は、次に掲げる

場合には、速やかに、書面でその旨を本部長に届け出

るものとする。 

(1) （略） (1) （略） 

令和5年2月17日 三　重　県　公　報 第　388　号

7



 (2) 改印したとき。 

(2)～(4) （略） 

２・３ （略） 

（更正決定） 

第 16 条 給付を受けるべき者は、本部長が行つた協力

援助をしたための災害の認定、療養の方法、給付金額

の決定その他給付の実施について異議のあるときは、

次に掲げる事項を記載した給付更正決定申請書（以下

「申請書」という。）を本部長に提出して、その更正

決定を申請することができる。 

 (1)～(8) （略） 

 (9) 申請者が協力援助者以外の者であるときは、その

続柄又は関係 

２ （略） 

 (3)～(5) （略） 

２・３ （略） 

（更正決定） 

第 16 条 給付を受けるべき者は、本部長が行つた協力

援助をしたための災害の認定、療養の方法、給付金額

の決定その他給付の実施について異議のあるときは、

次に掲げる事項を記載した給付更正決定申請書（以下

「申請書」という。）を本部長に提出して、その更正

決定を申請することができる。 

 (1)～(8) （略） 

 (9) 申請者が協力援助者以外の者であるときは、その

続き柄又は関係 

２ （略） 

 様式第 1 から様式第 12 までを次のように改める。 
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様式第７〔46告１―第４条〕

休 業 給 付 請 求 書

請求回数 第 回

三重県警察本部長 請求年月日 年 月 日

（請求者）
様

住 所

下記のとおり休業給付を請求します。
氏 名

１ 協力援助者

住 所

（ ）氏 名 年 月 日生

２ 負傷又は発病の年月日 年 月 日

年 月 日から
３ 請求日数 のうち 日

年 月 日まで

給付基礎額） （日数）（

４ 請求金額の計算
円 × 60/100 × ＝ 円

５ 休業給付請求金額 円

傷病名 現在の状態

年 月 日

□治癒 □死亡 □中止 □継続中 □転医

請求日数のうち療養のため業務に従事す 業務に従事することができなかったと認
ることができなかったと認められる日数 められる理由

年 月 日から
のうち 日

年 月 日まで

上記のとおりであると認めます。

年 月 日

所 在 地

病院又は診療所の 名 称

医師氏名

※受理 ※決定 ※支払 ※決定金額

年 月 日 年 月 日 年 月 日 円

添付書類 枚

※

６

医

師

の

証

明

令和5年2月17日 三　重　県　公　報 第　388　号

25



令和5年2月17日 三　重　県　公　報 第　388　号

26



令和5年2月17日 三　重　県　公　報 第　388　号

27



令和5年2月17日 三　重　県　公　報 第　388　号

28



令和5年2月17日 三　重　県　公　報 第　388　号

29



令和5年2月17日 三　重　県　公　報 第　388　号

30



令和5年2月17日 三　重　県　公　報 第　388　号

31



令和5年2月17日 三　重　県　公　報 第　388　号

32



令和5年2月17日 三　重　県　公　報 第　388　号

33



令和5年2月17日 三　重　県　公　報 第　388　号

34



令和5年2月17日 三　重　県　公　報 第　388　号

35



令和5年2月17日 三　重　県　公　報 第　388　号

36



令和5年2月17日 三　重　県　公　報 第　388　号

37



令和5年2月17日 三　重　県　公　報 第　388　号

38



令和5年2月17日 三　重　県　公　報 第　388　号

39



令和5年2月17日 三　重　県　公　報 第　388　号

40



様式第 13 の 2 及び様式第 14 を次のように改める。 
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様式第13の２〔46告１―第８条〕

傷 病 給 付 変 更 請 求 書

三重県警察本部長 請求年月日 年 月 日

年金証書の
第 号

番 号

（請求者）
様

住 所

下記のとおり傷病給付の変更を請求し
氏 名

ます。

１ 現在受けている傷病給付年金の傷
第 級

病等級

２ 現在受けている傷病給付年金の支
年 月

給が開始された年月

３ 障害の程度に変更があった年月日 年 月 日

４ 傷病の名称、部位及びその状態

５ 変更後の傷病等級 第 級

６ 添付する書類その他の資料名

※受理 ※決定 ※決定等級

年 月 日 年 月 日 第 級

（注） １ ※印の欄には記入しないこと。

２ 「４ 傷病の名称、部位及びその状態」の欄の記入事項が添付された診断書と同

じであるときは 「診断書のとおり」と記入すること。、

３ この請求書には、障害の程度に変更があった時期の決定及び変更後の傷病等級の

決定に必要な医師の診断書その他の書類及び資料を添付すること。
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様式第14〔46告１―第８条〕

障 害 給 付 変 更 請 求 書

三重県警察本部長 請求年月日 年 月 日

年 金 証 書
第 号

の 番 号

（請求者）
様

住 所

下記のとおり障害給付の変更を請求しま
氏 名

す。

１ 現在受けている障害給付年金の
第 級

障害等級

２ 現在受けている障害給付年金の
年 月

支給が開始された年月

３ 障害の程度に変更があった年月日 年 月 日

４ 障害の部位及びその程度

５ 変更後の障害等級 第 級

６ 添付する書類その他の資料名

※ 受理 ※ 決定 ※ 決定等級

年 月 日 年 月 日 第 級

（注） １ ※印の欄には記入しないこと。

２ 「４ 障害の部位及びその程度」の欄の記入事項が添付された診断書と同じであ

るときは 「診断書のとおり」と記入すること。、

３ この請求書には、障害の程度に変更があった時期の決定及び変更後の障害等級の

決定に必要な医師の診断書その他の書類及び資料を添付すること。
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様式第 18 から様式第 18 の 3 までを次のように改める。 
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様式第18〔46告１―第11条〕

障 害 給 付 年 金 差 額 一 時 金 請 求 書

請求年月日 年 月 日

三重県警察本部長

（請求者）

様 住 所

氏 名

下記の障害給付年金差額一時金を請求し
協力援助者との

ます。 続柄又は関係

協力援助者 （死亡年月日）

住 所 年 月 日
１ 協力援

氏 名 （死亡時の障害等級）
助者に関

年 月 日生 第 級（ ）
する事項

（既存障害とその程度）

支給された年金
（給付基礎額 （倍数） 及び前払一時金）

の額の総計

（ ）円× － 円

障害給付年金が支給（年金証書番号） （支給された年金額の合計）
されていた場合 第 号 円

障害給付年金前払一（年金証書番号） （支給された前払一時金の額）
時金が支給されてい
た場合 円

総 計 円

３ 障害給付年金差額一時金の請求額 円

４ 添付する書類その他の資料名

※受理 ※決定 ※支払 ※決定金額

年 月 日 年 月 日 年 月 日 円

（注） １ ※印の欄には記入しないこと。

２ 「 既存障害とその程度 」の欄には、同一部位について障害の程度を加重し（ ）

た場合に記入するものとし、特に既存障害について障害給付を支給された場合

は、その該当する障害等級を明記すること。

第 号

２

障
害
給
付
年
金
差
額
一
時
金
請
求
額
の
計
算

受給権者の氏名 協力援助者との続柄

× ＝ 円

（受給権者の数）
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様式第18の２〔46告１―第11条〕

障害給付年金前払一時金請求書

三重県警察本部長 請求年月日 年 月 日

様 （請求者）

住 所

下記の障害給付年金前払一時金を請求し

ます。 氏 名

１ （障害等級） 第 級 ２ （既存障害とその程度）

□障害給付年金前払一時金の限度額

３ 請求者が選択する障害給付年金前払一 □1,200倍

□1,000倍

時金の額 給付基礎額の □ 800倍 に相当する額

□ 600倍

□ 400倍

□ 200倍

(1) 限度額を選択した場合 円

(2) 限度額以外を選択した場合

（給付基礎額）

円× 倍＝ 円

５ 障害給付年金前払一時金の申出を行っ 年 月分から 年 月分まで

た月までの期間に係る障害給付年金の額

の合計額 円

６ 障害給付年金の支給決定に関する通知

年 月 日

を受けた年月日

※受理 ※決定 ※支払 ※決定金額

年 月 日 年 月 日 年 月 日 円

（注） １ ※印の欄には記入しないこと。

２ 「２（既存障害とその程度 」の欄には、同一部位について障害の程度を加重し）

た場合に記入するものとし、特に既存障害について障害給付を支給された場合に

は、その該当する障害等級を明記すること。

３ 「３ 請求者が選択する障害給付年金前払一時金の額」の欄については、請求者

が選択する□にレ印を記入すること。

４ 「５ 障害給付年金前払一時金の申出を行った月までの期間に係る障害給付年金

の額の合計額」及び「６ 障害給付年金の支給決定に関する通知を受けた年月日」

の欄には、障害給付年金の最初の支払に先立って申し出る場合は記入しないこと。

４ 障害給付年金前払一時金の請求額
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様式第18の３〔46告１―第11条〕
遺族給付年金前払一時金請求書

三重県警察本部長 請求年月日 年 月 日

様 請求者（代表者）
住 所
氏 名

下記の遺族給付年金前払一時金を請求し
協力援助者との

ます。 続柄又は関係

□1,000倍
１ 請求者（代表者）が選択する遺族給付 □ 800倍

給付基礎額の □ 600倍 に相当する額
年金前払一時金の額 □ 400倍

□ 200倍

（給付基礎額）
２ 遺族給付年金前払一時金の請求額 円× 倍× ＝ 円

（請求者の数）

（２の請求額 （請求者の数））
３ 遺族給付年金前払一時金の請求額の合

円× ＝ 円
計額

４ 遺族給付年金前払一時金の申出を行っ 年 月分から 年 月分まで
た月までの期間に係る遺族給付年金の額
の合計額 円

５ 遺族給付年金の支給決定に関する通知
年 月 日

を受けた年月日

（代表者の氏名）
、 。を代表者として 遺族給付年金前払一時金の請求及び受領を委任します

住 所 氏 名 協力援助者との続柄

請求者の

同順位者

※受理 ※決定 ※支払 ※決定金額
年 月 日 年 月 日 年 月 日 円

（注） １ ※印の欄には記入しないこと。
２ 「１ 請求者（代表者）が選択する遺族給付年金前払一時金の額」の欄について

は、請求者（代表者）が選択する□にレ印を記入すること。
３ 「４ 遺族給付年金前払一時金の申出を行った月までの期間に係る遺族給付年金

の額の合計額」及び「５ 遺族給付年金の支給決定に関する通知を受けた年月日」
の欄には、遺族給付年金の最初の支払に先立って申し出る場合は記入しないこと。
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様式第 20 から様式第 23 までを次のように改める。 
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様式第20〔46告１―第13条〕

遺族給付年金支給停止申請書

三重県警察本部長 申請年月日 年 月 日

（申請者）

様 年金証書の番号 第 号

住 所

氏 名

下記の所在不明者に係る遺族給付年金の （ 年 月 日生）

支給停止を申請します。 所在不明者との続柄

年 金 証 書 の 番 号 第 号

氏 名

最 後 の 住 所

所在不明となった年月日 年 月 日

所在不明

の 事 由

年 金 証 書 所在不明者

氏 名 住 所

の 番 号 と の 続 柄

３ 添付する書類その他の資料名

※受理 ※決定 ※決定内容

年 月 日 年 月 日 年 月分から停止

（注） １ 申請者は、※印の欄には記入しないこと。

２ 「１ 所在不明者」の年金証書の番号欄には、その番号が不明のときは記入する

必要はない。

３ この申請書には、所在不明となった者の所在が１年以上明らかでないことを証明

することのできる書類を添付すること。

１

所

在

不

明

者

２

申
請
者
の
同
順
位
者
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様式第21〔46告１―第13条〕

遺族給付年金支給停止解除申請書

申請年月日 年 月 日

三重県警察本部長

（申請者）

様 年金証書の番号 第 号

住 所

氏 名

下記のとおり遺族給付年金の支給停止の （ 年 月 日生）

解除を申請します。

支給停止となった年月 年 月

※受理 ※決定 ※決定内容

年 月 日 年 月 日 年 月分から解除

（注） 申請者は、※印の欄には記入しないこと。
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様式第22〔46告１―第14条、第14条の２〕

療 養
現 状 報 告 書

障 害

三重県警察本部長 報告年月日 年 月 日

様 （報告者）

住 所

氏 名

療養
下記のとおり の現状を報告します。

障害

１ 負傷又は発病年月日 年 月 日

２ 療養開始年月日 年 月 日

傷病給付年金
３ 支給開始年月 年 月

障害給付年金

４ 年金証書の番号 第 号

５ 傷病名又は障害等級

６ 傷病の経過又は障害の状況

７ 日常生活の概況

８ 添付する書類その他の資料名

（注） １ 報告者は、※印の欄には記入しないこと。

２ 療養・障害については、いずれかを〇で囲むこと。

３ 「７ 日常生活の概況」の欄の記入に当たっては、最近１年間について記入する

こと。
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傷病又は障害の種類

傷病の経過及び治療方法の概要

傷病又は障害の現状

今後の見込み

上記のとおりであると認めます。

年 月 日

所 在 地

病院又は診療所の名 称

医師氏名

※
９

医

師

の

証

明
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様式第23〔46告１―第14条〕

遺 族 の 現 状 報 告 書

三重県警察本部長 報告年月日 年 月 日

（報告者）

様 住 所

氏 名

年金証書の番号 第 号

下記のとおり遺族の現状を報告します。

１ 協力援助者の氏名

（ ）年 月 日死亡

協 力 援 障 害

氏 名 生年月日 住 所 助者との２

続 柄 の有無

遺

有・無 有・無族

給

有・無 有・無付

年

有・無 有・無金

受

有・無 有・無給

資

有・無 有・無格

者

有・無 有・無

３ 添付する書類その他の資料名

（注）１ ２の欄の障害とは、身体若しくは精神に７級以上の障害等級の障害に該当する程度

の障害がある状態又は負傷若しくは疾病が治らないで、身体の機能若しくは精神に

軽易な労務以外の労務に服することができない程度以上の故障がある状態をいう。

２ ２の欄の有無いずれかを〇で囲むこと。

報告者と生
計を同じく
している事
実 の 有 無
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   附 則 

 この告示は、公表の日から施行する。 

                  

                  

公 告 

                  

 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 21 条第 2 項において準用する同法第 20 条第 1 項の規定により、鈴鹿

市から都市計画の図書の写しの送付を受けたので、同法第 21 条第 2 項において準用する同法第 20 条第 2 項の規

定により、当該都市計画の図書の写しを公衆の縦覧に供します。 

  令和 5 年 2 月 17 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

1  都市計画の種類 

  鈴鹿都市計画公園 

   2・2・43 号町田公園 

2  縦覧場所 

  三重県県土整備部都市政策課 

 

 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 29 条第 1 項の規定により許可しました開発行為に関する工事は、次

のとおり完了しました。 

令和 5 年 2 月 17 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

工事完了年月日 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 許可を受けた者の住所及び氏名 

令和 5 年 
2 月 1 日 

伊勢市小俣町湯田 323 ほか 3 筆ほか 
松阪市湊町 236 
株式会社富士土地 

代表取締役 林  弘 高 

令和 5 年 

2 月 6 日 
員弁郡東員町大字六把野新田字大田 122 

四日市市ときわ 1 丁目 7-14 
大和ハウス工業株式会社三重支社 
代表取締役 鈴 木 康 夫 

                   

                   

特 定 調 達 公 告 

                   

 次のとおり落札者を決定しましたので、物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成 7 年三重県

規則第 84 号）第 12 条の規定により公告します。 

  令和 5 年 2 月 17 日 

三 重 県 警 察 本 部 長  難  波  正  樹   

1   特 定 役 務 の 名 称  尾鷲警察署仮設庁舎賃貸借 

2   担 当 部 局  三重県津市栄町一丁目 100 番地 

                            三重県警察本部警務部会計課調達係 

3   落 札 者 決 定 日    令和 4 年 12 月 7 日 

4   落 札 者    愛知県名古屋市西区城西四丁目 22 番 8 号 

              オリエントハウス株式会社名古屋支店 支店長 平田 範滿 

5   落 札 金 額    入札価格  123,060,000 円 

               契約金額  135,366,000 円 

6   決 定 手 続    一般競争入札 

7   入 札 公 告 日    令和 4 年 10 月 21 日 
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